






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































崎 分 本 崎 賀 岡 知 媛 川 島 口 島 山 根 取
歌山
良 庫 阪 都 賀 重 知 岡 阜 野 梨 井 川 山 潟
奈川












































































































































































































































































































































































































































































































死亡 死亡 死亡 計　1 死亡 計
　人284 352百人
0．17
・・69｜ 人716 79・当
3．19 351．09
532
681
834
888
880
698
1，015
1，182
1，210
1，344
0．23
0．25
30．68
36．90
0．27　　　　37．64
0．26
0．23
34．81
35．74
1，171
1，057
1，394
1，　536
733
793
851
954
1，603　　　1，018
4．10　　　256．60
2．80　　　　209．90
3．06　　　　187．16
2．96　　　　183．76
3．05　　　193．75
出所：「労働統計調査月報」第9巻9号66～68頁より（森喜一r日本労働者階級状態史』517頁所収）
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　ともあれ，健康保険は，労働力の保全・回復を
目ざし，資本の一定の謬i歩を伴い，仕組まれるの
であるが，わが国の場合は，以上の問題点からし
て，譲歩的な内容に乏しく，したがって労働力保
全上の実効をきわめて微弱にしかあげえない性格
のものであった。
　満州事変以降の准戦時＝軍需増産体制のもとで
都市の工場労働者をはじめ，勤労諸階層の生活と
労働，保健をめぐる諸条件はいっそう悪化する。
　工場法は，不充分ながらも年少者・女子の保護，
就業制限を定めていたが，軍需景気の拾頭により
「非常時」に名をかりた違反が多くなり，工場法
自体の改善も停滞する⑩。成年男子労働者には，
満州事変以降，無制限的な時間延長となり，とく
に軍需産業部門においては，肉体磨滅的な過重労
働を伴った。そして，これらの結果，疾病，とく
に結核，および労働災害の激増を招き（6表），新
規入職者，青少年工の犠牲を多くしてゆくのであ
った⑪。
　さらに，この頃，都市部に増加の商業使用人，
サービス業，公務関係などの給料生活者の保健問
題が表面化する。これら勤労各層の体位・健康状
態は，壮丁検査の結果からも，その他の職業分野
に比べて明らかに見劣りしていた。
7表 都鄙別職業別丙丁種該当者百分比 （1935年度）
東　　　京
大　　　阪
北　海　道
東
北
四
九
北
陸
国
州
35，3
32．3
31，0
36，9
37．　4
37．1
38．4
34，6
28．3
22．6
30．0
30．　3
34．5
20．8
28．6
29．0
30．7
26．2
36．6
30．5
45．6
41．0
36．9
42．6
41．7
42．4
37．0
44．4
41．3
37．0
42．8
39．0
44．6
40．5
40．7
36．8
53．　9
35．6
32．6
33．5
31、3
57．4
59．6
56．0
53．0
52．1
52．5
49．　7
24．4
46．1
33．7
43．7
43．6
44．0
40．3
43．0
41．0
34．6
39．1
39．1
40．3
37．0
出所：小泉親彦「国民体力ノ現状二就テ」（『日本労働運動史料』9巻341頁所収）
　1935年度の徴兵検査結果を職業階層別にまとめ
た7表をみても，最悪の学生につづくグループの
なかに，「職工」とともに「店員」「俸給生活者」が
並んでいる。かくて，都市的な職業分野に働くこ
れら勤労層の体位・健康低下が健兵健民的見地か
ら問題視され，1939年，かれらを対象にした職員
健康保険の緊急制定となるのである⑫。
　以上でみてきたように，都市における工場労働
者，勤労諸階層の体位・健康をめぐっては，総力
戦体制への出発点において，すでに重大な問題局
面を迎えていたのである。
　つぎに，都市部に滞留・累績する被救｛血的窮民
層にたいする救療施策の概略をみておこう。
　大戦以降の構造的な貧困化に対応して救貧対策
の転換をせまられ，登場する救護法（1929年公布，
31年実施）は，公的扶助i義務をかかげ，給付の一
種として医療扶助も設けたが，実施上では，種々
のきびしい制限を伴っていた⑬。これ以外では恩
賜財団済生会などによる医療社会事業，結核予防
法などの特別立法による医療扶助が個々ぼらばら
におかれていた。
　増加する軍人遺家族の生活難にたいしては，軍
事救護法が改正され，また，貧困母子世帯の困窮
にたいする母子保護法は，1937年制定される。い
ずれも医療扶助を給付の一種にしているが，その
基準は低く，貧弱な内容であった⑭。
　したがって，貧困と疾病の悪循環にとりわけ苦
しめられる都市の窮民層は，いぜんとして受療の
機会から見放されており，前述の農村の貧農層と
同様の問題状態のもとにおかれていたのである。
①関谷耕一解説『月島調査』光生館，生活古典
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　叢書6巻所収。
②大林宗嗣「国民健康保険法案について」『大
　原社会問題研究所雑誌』1号，1936年，4頁。
③暉峻義等r社会衛生学』岩波全書，1935年，
　85－88頁。
④野村拓r医学と人権』三省堂，1969年，156－
　157頁。
⑤　南俊治『日本労働衛生史』日本産業衛生協
　会，1960年，129－154頁。
⑥風早八十二r日本社会政策史』青木文庫，
　（下）418－426頁。および森喜一『日本労働老
　階級状態史』三一書房，1961年，468－474頁。
⑦南俊治，前掲書，98頁。
⑧同上　164－165頁。
⑨川上武『現代日本医療史』頸草書房，1965
　年，459頁，なお，わが国健康保険法の制定経
　過，制度論的な問題点については佐口卓『日本
　社会保険制度史』頸草書房，1977年，三章・四
　章に詳述されている。
⑩風早八十二，前掲書，（上）281頁。
⑪同上　（下）423，430－462頁，および森
　喜一，前掲書，515－519頁。
⑫菅谷章r日本医療政策史』日本評論社，1977
　年，209頁。
⑬日本社会事業大学救貧制度研究会編r日本の
　救貧制度』頸草書房，1960年，223－258頁。
⑭菅谷章，前掲書，214－216頁，なお，r日本
　婦人問題資料集成』第六巻，ドメス出版，1978
　年には母子保護法の制定経過，社会的背景にか
　んする資料が集大成されている。
の問題対応は，その巨大な生産力と階級対立の発
展を主要な背景・契機にして，経済的譲歩を伴う
改良主義的な政策を広範に採用，実施してゆくの
である。
　ところが，わが国の場合，以上でみてきたよう
に，こうした一般的展開とは著るしく異なる特徴
がみとめられる。すなわち，問題の発現にたいし
ては，それをめぐる基本的対抗力の発展を抑え
て問題の綾小化・潜在化をはかり，施策の展開で
は，その基本を慈恵策と上からの教化，共同体的
な相互扶助においた。しかし，このような対応
は，それ自体，資本の論理にもとつく近代的な改
良政策との間に基本的な矛盾を内包せざるをえな
い性格のものであった。　（このような政策主体の
対応特徴を規定する基礎構造と階級関係の特質に
かんする本格的な分析・考察は，本稿の主題では
ないので省略させていただく）こうして，わが国
では，窮乏化一健康破壊の社会問題にたいして，
前近代的な性格を色濃くした貧弱な弥縫策で対応
してゆき，したがって，問題状態の改善・緩和化
はほとんど望めず，先進列強諸国におけるような
社会的改良の実を引き出す余地をなくした展開で
あったといえよう。
　このような事態の進行は，基本矛盾のいっそう
の集積，問題自体の拡大深化となり，かくて，総
力戦体制下の「人的資源」確保の要請において，
危機的な様相をもって顕在化するにいたるのであ
った。この時点において，軍部主導の保健国策＝
健兵健民政策の応急実施となるが，それの展開と
破綻の結末については，稿を改めて考察してゆき
たい。
お　わ　り　に
　これまで，ag－一・次大戦以降わが国で顕在化する
人口・労働力問題は，准戦時期にかけてどのよう
な社会的対応を引き出してきたのか，とくに国の
施策対応を中心に照明をあててきた。それは，こ
れにつづく戦時保健国策を考察するうえで欠かせ
ないからであるが，本稿を閉じるにあたり，この
点，簡単なまとめをしておきたい。
　資本主義諸国では，一般に，独占資本期にいた
り，労働力の再生産をめぐる不調，国民的規模で
の健康・体力低下の問題が表面化する。そして，
人口・労働力（兵力）の保全にかんする資本と国家
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